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亀井隆太
KAMEI Ryuta
要旨　本稿は、市が定めた、家庭ごみの処理の有料化等を定める改正条例について、住民
である原告が、同条例が地方自治法等に違反して無効であると主張し、抗告訴訟として、
同条例の無効確認、同条例に基づく補正予算の執行の差止め、同条例の公布の違法確認及
び同条例の施行の差止めを求めるとともに、国家賠償を求めた事例について検討するもの
である。
第 1 　事案の概要
1  　平成26年 6月11日、鎌倉市長（以下「市長」という）は鎌倉市（Y）市議会に鎌倉市
廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する条例（以下「廃棄物条例」という）の一部を
改正し、家庭ごみ（家庭系一般廃棄物）の処理を有料化すること等を定める条例（鎌倉
市廃棄物の減量化、資源化及び処理に関する条例の一部を改正する条例）（以下「本件
改正条例」という）及び本件改正条例実施のための補正予算案を提出した。本件改正条
例は、同月27日、本会議で可決され、市長は、同月30日、一部改正条例を公布した。本
件改正条例は、平成27年 4月 1日に施行された。
2  　本件改正条例による改正後の廃棄物条例のうち家庭ごみの処理の有料化に関する規定
（以下「本件有料化規定」という）の概要は、次のとおりである。
　（1） 　市が一般廃棄物処理計画に従い定期的に収集、運搬及び処分をする家庭系一般廃
棄物（資源化するもの及び危険または有害なものを除く）を排出する者は、原則と
して、所定の収集袋（指定収集袋）を使用しなければならない（21条の 2第 2項）。
　（2） 　市長は、指定収集袋 1袋につき、容量40l相当のもの80円、20l相当のもの40円、
10l相当のもの20円、 5 l相当のもの10円の処理手数料を徴収する（28条 1項、別表
第 1の 3の項第 1号）。
　（3） 　市長は、天災その他の災害を受けたときや生活保護法の保護を受けている世帯で
あるときなど所定の事由に該当するときは、処理手数料の全部または一部を免除す
ることができる（28条 3項）。
　（4） 　既納の処理手数料は、還付しないが、指定収集袋を所有している者が市外に転出し、
指定収集袋を返納するとき等所定の事由に該当するときは、この限りでない（同条
4項）。
　（5） 　市長は、処理手数料を徴収したときは、指定収集袋を交付する（28条の 2）。
　（6） 　家庭ごみの処理手数料は、市が収集及び運搬をする日までに徴収する（28条の 3
第 1項 5号）。
3  　鎌倉市の住民である原告（X）は、本件改正条例は地方自治法等に違反して無効であ
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ると主張し、抗告訴訟として、本件改正条例の無効確認（①）、同条例に基づく補正予
算の執行の差止め（②－ 1）、同条例の公布の違法確認（②－ 2）および同条例の施行
の差止め（②－ 3）を求めるとともに、同条例により精神的苦痛を被った旨主張し、国
家賠償法に基づく損害賠償（③）を求めた。
第 2 　判旨
1 　本件改正条例の無効確認（①）
　「抗告訴訟の対象となる行政処分とは、公権力の主体である国または公共団体が行う行
為のうち、その行為によって直接国民の権利義務を形成しまたはその範囲を確定すること
が法律上認められているものをいう（最高裁昭和39年10月29日第一小法廷判決・民集18巻
8号1809頁参照）。本件有料化規定を内容とする本件改正条例は、鎌倉市における家庭ご
み（家庭系一般廃棄物）の処理についてその有料化を図るために制定された一般的法規範
であって、そもそも限られた特定の者に対してのみ適用されるものではなく、本件改正条
例の制定行為をもって、行政庁が法の執行として行う処分と実質的に同視することはでき
ない。したがって、本件改正条例の制定行為は、抗告訴訟の対象となる行政処分には当た
らないというべきである（最高裁平成18年 7月14日第二小法廷判決・民集60巻 6号2369頁
参照）」。①の訴えは、抗告訴訟の対象とならず、不適法である。
2 　同条例に基づく補正予算の執行の差止め（②－ 1 ）
　「予算の執行とは、普通地方公共団体の収入及び支出を実行する行為をいうから、上記
の補正予算の執行は、それ自体で国民の具体的な権利義務や法的地位に直接影響を及ぼす
ものではない。したがって、上記補正予算の執行は、抗告訴訟の対象となる行政処分に当
たらないというべきである」。②－ 1の訴えは抗告訴訟の対象とならず、不適法である。
3 　同条例の公布の違法確認（②－ 2 ）
　「公布とは、成立した法令を一般に周知させる目的で当該法令を公示する行為にすぎな
いから、本件改正条例の公布は、それ自体で国民の具体的な権利義務ないし法的地位に直
接影響を及ぼすものではなく、抗告訴訟の対象となる行政処分に当たらないというべきで
ある」。したがって、②－ 2の訴えは、不適法である。
4 　同条例の施行の差止め（②－ 3 ）
　「法令は、施行期日が到来すれば当然に効力を生じるのであって…、その効力の発生に『施
行』という行為が介在するものではない」。したがって、②－ 3の訴えは、差止めの対象
となる行為を欠くもので、不適法である。
5 　国家賠償法に基づく損害賠償（③）
　「Xは、補正予算成立前の本件改正条例の公布が地方自治法222条 1項に違反し、本件有
料化規定を内容とする本件改正条例が地方財政法27条の 4に違反しているから、本件改正
条例が施行されるとXの法的利益が侵害されるとして、Yに対して損害賠償（国家賠償法
1条 1項に基づくものと解される。）を求めている」。しかし、Xは自らのどのような権利
または法的利益が害されるのかについて具体的に主張していない。その点はおくとしても、
「本件改正条例案の市議会への提出は、本件改正条例実施のための補正予算案の提出と同
日に行われているから…、『予算上の措置が適確に講ぜられる見込み』（地方自治法222条
1項）があったものと認められ、補正予算の成立前に本件改正条例が制定されたことに同
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項の違反は認められないし、また、家庭系一般廃棄物の処理に係る費用は、市町村が地方
財政法24条の 4により住民に負担を転嫁することを禁じられている経費には当たらず本件
改正条例が同条に違反していないことは明らかであるから（同法施行令52条参照）、Xの
主張は前提を欠くものであって、Xの損害賠償請求には理由がない」。
第 3 　検討
1 　背景
（1）家庭ごみの有料化の背景
　各方面の様々な取り組みにもかかわらず、わが国の廃棄物の排出量は高水準で推移して
おり、廃棄物の排出抑制が大きな課題となっている。そのような中、全国の市区町村で家
庭ごみ処理の有料化が進んでいる。2017年10月現在における市区町村の家庭系可燃ごみの
従量制有料化率は63.5%（山谷修作教授のウェブサイト1）参照）であった。
　ごみ有料化は、主に次の目的から行われるとされる。すなわち、①排出抑制や再生利用
の推進（費用負担を軽減しようとするインセンティブの付与）、②公平性の確保（排出量
に応じた手数料の徴収により費用負担の公平を図る）、③住民や事業者の意識改革、④環
境負荷および収集運搬費用や処理費用の低減（焼却処理量や最終処分量の減量による）で
ある（2013年 4月環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課「一般廃棄物処
理有料化の手引き」参照）2）。
　2016年 1月に、廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律） 5条の 2第 1項の
規定3）に基づいて、「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画
的な推進を図るための基本的な方針」（以下「基本方針」という）が変更された（平成28
年環境省告示第 7号）。基本方針には、地方公共団体の役割として、「経済的インセンティ
ブを活用した一般廃棄物の排出抑制や再使用、再生利用の推進、排出量に応じた負担の公
平化及び住民の意識改革を進めるため、一般廃棄物処理の有料化の更なる推進を図るべき
である」と記述されている（2005年の基本方針改正時は、「一般廃棄物処理の有料化の推進」
という文言であったが、「更なる」と強調された）。また、基本方針は国の役割として、『一
般廃棄物処理有料化の手引き』等の更なる普及等を通じて、「技術的及び財政的な支援に
努めるとともに、広域的な見地からの調整を行うことに努めるものとする」としている。
2 　抗告訴訟とは
（1）抗告訴訟
　本件Xは、抗告訴訟として、本件改正条例の無効確認（①）、同条例に基づく補正予算
の執行の差止め（②－ 1）、同条例の公布の違法確認（②－ 2）、および同条例の施行の差
止め（②－ 3）を求めている。
　　　　　　　　　　　　　　　　
1） http://www2.toyo.ac.jp/~yamaya/survey.html（最終確認：2018年 1月 8日）
2） 「一般廃棄物処理有料化の手引き」は、市町村が有料化の導入又は見直しを実施する際に参考とな
る手引きとして2007年に作成された。2013年に情報の更新等を行うとともに、事業系一般廃棄物の有料
化についても記述が追加された。
3） 「環境大臣は、廃棄物の排出の抑制、再生利用等による廃棄物の減量その他その適正な処理に関す
る施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めなけ
ればならない。」
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　抗告訴訟とは、行政庁の公権力の行使に関する不服の訴訟をいう（行政事件訴訟法 3条
1項）。抗告訴訟には、権利義務の有無を直接争うのではなく、「行政庁の公権力の行使に
関する不服」、すなわち、公権力の発動または不発動という行為に着目して、それを争う
という特徴がある4）。
（2）抗告訴訟の種類
　抗告訴訟には、処分の取消の訴え（行政事件訴訟法 3条 2項）、裁決の取消の訴え（同
法 3条 3項）、無効等確認の訴え（同法 3条 4項）、不作為の違法確認の訴え（同法 3条 5
項）、義務付けの訴え（同法 3条 6項）、差止めの訴え（同法 3条 7項）がある。また、「取
消訴訟中心主義からの脱却が法改正の基本方針であることに鑑みると、改正法の下での抗
告訴訟は開放的概念であるということができ」5）、列挙されたもの以外の法定外抗告訴訟
を認める余地がある。
（3）抗告訴訟の対象となる処分
　「公権力の主体である国又は公共団体が行う行為のうち、その行為によって直接国民の
権利義務を形成し又はその範囲を確定することが法律上認められているものをいう」（最
判昭和39年10月29日民集18巻 8号1809頁）。考え方には諸説あるが、「処分」の構成要素と
しては、法的効果性、個別具体性、外部性、公権力性などが挙げられる6）。後述の条例の
処分性との関係では、個別具体性が特に問題となる。
3 　条例の処分性
　本件Xは、①、②－ 1、②－ 2、②－ 3の訴えにつき「本件訴訟は、本件改正条例が地
方自治法及び地方財政法に違反し、無効であることの確認を求める行政訴訟である。そし
て、行政事件訴訟法は、抗告訴訟について 6種類の訴訟を規定しているが、これらに限定
するものではなく、行政庁の公権力の行使に関する不服の訴訟であって、訴訟形式におい
て適法であれば無名抗告訴訟としてこれを容認すべきであり、適法でない条例により著し
い損害を受ける可能性がある場合、その無効の確認を求める訴訟は、無名抗告訴訟として
認められるべきである」と主張した。これについて本判決は、訴え①につき、Xが条例の
制定行為が行政処分に当たることを前提に、抗告訴訟として本件改正条例が無効であるこ
との確認を求めていると解した上で、処分性を否定してXの訴えを不適法としている。
　ここで、条例の制定行為が行政処分に該当するか検討する。
（1）学説
　（a）否定説
　 　条例の制定行為は、立法機関による一般的規範の定立行為であり、本来的な行政作用
ではない7）。
　（b）限定肯定説
　 　一般に、法律・条例等は一般的抽象的権利義務を定めるものであって、これによって
行政主体と私人との間に個別具体的な権利変動が生ずるものではないので、処分性は否
　　　　　　　　　　　　　　　　
4） 宇賀克也『行政法概説II（第 5版）』（有斐閣、2015年）119頁。
5） 塩野宏『行政法II（第 5版補訂版）行政救済法』（有斐閣、2013年）251頁。
6） 髙木英行「処分性の要件に関する一考察」東洋法学61巻 1号（2017年）等参照。
7） 杉本良吉『行政事件訴訟法の解説』（法曹会、1963年） 9頁。
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定されるが、条例の制定行為であっても、条例自体により直ちに一定範囲の者の法的地
位に具体的効果を生じさせ、行政庁の処分と実質的に同視することができるような例外
的な場合には行政処分に含まれる8）。
（2）判例
　次に紹介するいずれの裁判例についても、具体的な事実関係を前提としており、条例と
いう法形式に着目して処分性に関する一般論を提示したものではないと解される。
　（a）否定された例
　　ア .　千代田区立小学校事件（最判平成14年 4月25日判例自治229号52頁）
　　 　東京都千代田区内に設置されていたすべての区立小学校を廃止し、新たに区立小学
校 8校を設置すること等を内容とする条例が抗告訴訟の対象となる処分に当たるかが
問題になった。
　　 　「本件条例は一般的規範にほかならず、上告人らは、被上告人東京都千代田区が社会
生活上通学可能な範囲内に設置する小学校においてその子らに法定年限の普通教育を
受けさせる権利ないし法的利益を有するが、具体的に特定の区立小学校で教育を受け
させる権利ないし法的利益を有するとはいえない」として本条例の処分性を否定した。
　　イ.　旧高根町簡易水道事業給水条例事件（最判平成18年 7月14日民集60巻 6号2369頁）
　　 　水道事業の水道料金を改定する条例の制定行為が抗告訴訟の対象となる処分に当た
るかが問題になった。
　　 　「抗告訴訟の対象となる行政処分とは、行政庁の処分その他公権力の行使に当たる
行為をいうものである。本件改正条例は、旧高根町が営む簡易水道事業の水道料金を
一般的に改定するものであって、そもそも限られた特定の者に対してのみ適用される
ものではなく、本件改正条例の制定行為をもって行政庁が法の執行として行う処分と
実質的に同視することはできないから、本件改正条例の制定行為は、抗告訴訟の対象
となる行政処分には当たらないというべきである」。
　（b）肯定された例
　横浜市立保育園廃止処分取消請求事件（最判平成21年11月26日民集63巻 9号2124頁）（条
例の処分性を認めた最高裁による初の判決）
　本判決は、「市の設置する特定の保育所を廃止する条例の制定行為は、当該保育所の利
用関係が保護者の選択に基づき保育所及び保育の実施機関を定めて設定されるものであ
り、現に保育を受けている児童及びその保護者は当該保育所において保育の実施機関が満
了するまでの間保育を受けることを期待し得る法的地位を有する」とし、「条例の制定は、
普通地方公共団体の議会が行う立法作用に属するから、一般的には、抗告訴訟の対象とな
る行政処分に当たるものでないことはいうまでもないが、本件改正条例は、本件各保育所
の廃止のみを内容とするものであって、他に行政庁の処分を待つことなく、その施行によ
り各保育所廃止の効果を発生させ、当該保育所に現に入所中の児童及びその保護者という
限られた特定の者らに対して、直接、当該保育所において保育を受けることを期待し得る
上記の法的地位を奪う結果を生じさせるものであるから、その制定行為は、行政庁の処分
と実質的に同視し得る」として、処分性を肯定した（ただし傍論）。
　　　　　　　　　　　　　　　　
8） 田中二郎『新版行政法上巻（全訂第 2版）』（弘文堂、1974年）326頁、塩野宏『行政法II（第 5版補
訂版）行政救済法』（有斐閣、2013年）107頁。
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（3）検討
　鎌倉市に家庭系一般廃棄物を無料で処理してもらえるという期待は、事実上の利益にす
ぎないと考えられる。本件においては、条例の制定行為は処分と実質的に同視することは
できないであろう。判例法理を前提とする限り、処分性の要件をクリアすることは難しい。
以下に述べるように、Xにとってより好ましい訴訟形式は実質的当事者訴訟であったので
はないか。
4 　考えうる訴訟類型
（1）抗告訴訟
　抗告訴訟の形態で争う限り、条例制定行為の処分性が肯定されなければ当該抗告訴訟は
訴え却下ということになる。
　この点、処分性を前提とせず条例制定に対する抗告訴訟を認める説がある。渡邉亙「条
例制定に対する抗告訴訟の可能性」白鴎大学法科大学院紀要 4号（2010年）76-77頁は、「法
令制定により直接、国民の権利侵害が発生する場合には、これを救済する措置として、法
令の無効の訴えを無名抗告訴訟として認める余地を立法者が認めていた」とし、処分性を
前提としないこの種の無名抗告訴訟の可能性を探る（その根拠につき、行政事件訴訟法 3
条 1項を概括規定と捉える）。
（2）実質的当事者訴訟（行政事件訴訟法 4条後段）
　これは公法関係における現在の法律関係を争うための訴訟形態である（なお、この訴え
による場合、第三者効がなく、第三者には判決効が及ばない［行訴32条、41条参照］）。
　本件との関係で参考になる裁判例としては、藤沢市ごみ収集義務確認訴訟（横浜地判平
成21年10月14日判例地方自治338号46頁）が挙げられる。
　これは、藤沢市民（原告）らが、家庭系一般廃棄物を排出しようとする場合に有料の指
定収集袋を使用することを義務付けた藤沢市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関
する条例が違法であるとして、公法上の義務の存在に関する当事者訴訟により（行政事件
訴訟法 4条後段）、Yに指定の収集袋を使用しない一般廃棄物を収集・処分する義務があ
ることの確認を求めた訴訟である。裁判所は、確認の利益を認め9）、原告らの請求は適法
であるとした上で、一般廃棄物である家庭系可燃ごみ及び不燃ごみの収集、運搬及び処分
という役務について排出者に対して手数料を徴収すると定めたことは地方自治法227条に
違反しない等として、原告らの請求を棄却した。
　ごみ有料化料金は地方自治法227条の「手数料」として徴収されるところ、その要件と
　　　　　　　　　　　　　　　　
9） 確認の利益につき次のように判示している。「本件改正条例により、原告らは被告が指定する有料
指定収集袋に入れない限り、被告によって可燃ごみ、不燃ごみを収集されない立場に置かれている。そ
こで、本件改正条例が地方自治法227条により無効で、ほかのプラスチック制容器包装などの資源ごみ
と同様に無料で収集されるべきとする原告らとの間には法律上の紛争が生じている…」。「被告が指定す
る有料指定収集袋を使用しなければ、日々発生する可燃ごみ及び不燃ごみの回収を一切受けられない立
場にある原告らが、本件改正条例施行後の現在においても、有料指定収集袋を使用することなく、一般
廃棄物である可燃ごみや不燃ごみの収集を受ける地位があるとして、その確認を求めることが、原告ら
と被告との間の紛争解決にとって有効適切であり、原告らにとって即時確定の現実的利益があるといえ
る」。
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して「特定の者のためにするもの」であることを要する。裁判所は、家庭系一般廃棄物の
場合も特定者性（ 1対 1の関係）を観念できるとして、「特定の者のためにするもの」と
いう要件を満たすとした。しかし、身分証明、印鑑証明などの場合における 1対 1の関係
とは異なり、自家処分できない市民の全員が対象となっていることからすれば、裁判所は
苦しい解釈に依拠していると言わざるを得ない10）。ごみ有料化を明確に位置付ける法整備
が望まれよう11）。
（3）訴訟選択のリスク
　③以外の訴えは訴え却下となっている。本件Xにとってより好ましい訴訟形式について
検討するに、これらの訴えは抗告訴訟よりも、藤沢市ごみ収集義務確認訴訟のような争い
方による実質的当事者訴訟が適していたのではないだろうか。争い方次第では本案審理が
受けられたであろう。この点、国民の権利利益の実質的救済の見地からは、訴えのルート
選択につき国民がリスクを負うという運用があってはならない12）。裁判実務の運用も、個々
の事案に即して、具体的かつ柔軟に対応されるべきであることが本事例全体より示唆される。
第 4 　本件Xの国家賠償請求（③）について
（1）地方自治法222条 1項違反の主張について
　地方自治法222条 1項は「普通地方公共団体の長は、条例その他議会の議決を要すべき
案件があらたに予算を伴うこととなるものであるときは、必要な予算上の措置が適確に講
ぜられる見込みが得られるまでの間は、これを議会に提出してはならない」と規定してい
る。同条項は、財政の計画的で健全な運営を確保することを目的とした、財政上の負担を
伴うような条例案等を普通地方公共団体の長が議会に提出しようとする場合の自己規制に
関する規定である13）。
　「予算上の措置が的確に講ぜられる見込み」とは、「当該案件に伴い必要な予算上の措置
が具体的に明瞭にとられる見込みのあるということであり、関係予算案が議会に提出され
たときをいう（通知　昭31、 9、28）。当該条例案等の提案と同時に関係予算案が提出さ
れれば問題はない」14）。
　以上に鑑みると、地方自治法222条 1項違反は認められないとした本判決は妥当である。
（2）地方財政法27条の 4違反の主張について
　地方財政法27条の 4は「市町村は、法令の規定に基づき当該市町村の負担に属するもの
とされている経費で政令で定めるものについて、住民に対し、直接であると間接であると
を問わず、その負担を転嫁してはならない」と規定しているが、地方財政法施行令52条 
は「市町村の職員の給与に要する経費」（ 1号）、「市町村立の小学校、中学校及び義務教
育学校の建物の維持及び修繕に要する経費」（ 2号）を挙げる。
　本条は、市町村が本来負担すべき経費を住民に転嫁すること（税外負担）を排除するた
めの規定であるとされる。本条制定時は、「地方公共団体の住民が、P・T・A関係寄付金、
　　　　　　　　　　　　　　　　
10） 北村喜宣「判批」速報判例解説 6号（2010年）356頁、川合敏樹「判批」環境法判例百選（第 2版）
（2011年）162頁。
11） 牛嶋仁「判批」環境法研究38号（2013年）156頁。
12） 橋本博之『解説改正行政事件訴訟法』（弘文堂、2004年）88頁。
13） 松本英昭『逐条地方自治法』（学陽書房、2015年）786-787頁。
14） 松本・前掲787頁。
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自治会等会費、その他土木・消防等の寄付金等多額の税外負担を事実上強制される状況が
多くあり、税外負担は国民負担の均衡上も、過重負担の合理化の面からも、また地方財政
の構造上からも多くの問題を含むものであり、改善が強く要請されたものであるが、その
後、本条の趣旨に沿って改善が進められてきている」15）。
　以上に鑑みると、地方財政法27条の 4違反は認められないとした本判決は妥当である。
第 5 　まとめ
　ごみ有料化政策は、不法投棄、税金の二重取りといった問題をはらんでいる。上述のよ
うに、ごみ有料化を明確に位置付ける法整備が望まれよう。
　2004年の行政事件訴訟法改正により、「公法上の法律に関する訴訟」の例示として、「公
法上の法律関係に関する確認の訴え」が挿入され、これは確認訴訟を活性化させようとい
う趣旨であると理解されている。国民の権利利益の実質的救済の見地からは、争い方を含
んだ訴え選択のリスクを国民に負わせない柔軟な裁判実務が望まれる。
　本稿は人間環境問題研究会の報告（2017年11月11日・於早稲田大学）に加筆したもので
ある。
　　　　　　　　　　　　　　　　
15） 石原信雄＝二橋正弘『地方財政法逐条解説（新版）』（ぎょうせい、2000年）235頁。
